
デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会 

「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」 

開催要綱 

（令和５年３月２２日改訂） 

 

１．背景・目的 

デジタル時代における放送制度の在り方に関する検討会（以下「検討会」という。）のと

りまとめにおいて、ローカル局をはじめとする放送事業者の設備負担軽減に係る提言の中

で、コンテンツ制作に注力できる環境を整備していくことが重要であると言及されている。 

こうした環境を整備する観点からは、放送事業者によるコンテンツの制作の促進に加え、

そうしたコンテンツがより幅広く視聴されるよう、放送やインターネット上における流通

の一層の促進が重要となると考えられる。特に、地域情報の発信において、今後ローカル放

送局には大きな役割が期待されている。 

以上を踏まえ、検討会の下に開催される会合として、「放送コンテンツの制作・流通の促

進に関するワーキンググループ」を開催し、インターネット時代における、放送コンテンツ

の制作・流通を促進するための方策の在り方について、関係事業者等の協力を得つつ、検討

を行う。 

 

２．名称 

本ワーキンググループは「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググルー

プ」と称する。 

 

３．検討項目 

（１）放送コンテンツの流通の促進について 

（２）放送コンテンツの制作の促進について 

（３）その他 

 

４．構成及び運営 

（１）本ワーキンググループの主査は、検討会座長が指名する。本ワーキンググループの構

成員は、主査が指名する。 

（２）主査は、本ワーキンググループを招集し、主宰する。 

（３）主査は、主査代理を指名することができる。  

（４）主査代理は主査を補佐し、主査が不在のときは主査に代わって本ワーキンググループ

を招集し、主宰する。  

（５）主査は、必要と認める者を構成員又はオブザーバとして随時追加することができる。 
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（６）主査は、必要に応じ、構成員及びオブザーバ以外の関係者の出席を求め、意見を聴く

ことができる。 

（７）その他、本ワーキンググループの運営に必要な事項は、主査が定めるところによる。 

 

５．議事の取扱い  

（１）本ワーキンググループの会議は、原則として公開とする。ただし、公開することによ

り当事者又は第三者の権利及び利益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他

主査が必要と認める場合については、非公開とする。 

（２）本ワーキンググループの会議で使用した資料については、原則として総務省のホーム

ページに掲載し、公開する。ただし、公開することにより当事者又は第三者の権利及び利

益並びに公共の利益を害するおそれがある場合その他主査が必要と認める場合について

は、非公開とする。 

（３）本ワーキンググループの会議については、原則として議事要旨を作成し、総務省の 

ホームページに掲載し、公開する。 

 

６．その他 

本ワーキンググループの庶務は、情報流通行政局情報通信作品振興課が、同局放送政策課

の協力を得て行うものとする。 

  



 別紙  

 

「放送コンテンツの制作・流通の促進に関するワーキンググループ」 

構成員名簿 

 

（敬称略・主査を除き五十音順） 
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 武蔵野美術大学造形構想学部 教授 

株式会社コンセント 代表取締役社長 
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計 13名 

（オブザーバ） 

日本放送協会、一般社団法人日本民間放送連盟、株式会社ＴＢＳテレビ、株式会社テレビ朝日、株式会社テレビ東京、

日本テレビ放送網株式会社、株式会社フジテレビジョン、株式会社 TVer、一般社団法人大手家電流通協会、 

一般社団法人電子情報技術産業協会（JEITA）テレビネットワーク事業委員会、一般社団法人 IPTVフォーラム、 

一般社団法人放送サービス高度化推進協会（A-PAB）、一般社団法人放送コンテンツ海外展開促進機構（BEAJ）、 

グーグル合同会社、ヤフー株式会社、Netflix合同会社、一般社団法人全日本テレビ番組製作社連盟（ATP）、 

一般社団法人全国地域映像団体協議会、一般社団法人日本動画協会 

経済産業省商務情報政策局コンテンツ産業課 

総務省情報流通行政局情報流通振興課、総務省総合通信基盤局電気通信事業部消費者行政第二課 


